
関西電力（株）第 96回定時株主総会における議決権行使 

 

関西電力（株）の第 96回定時株主総会において、本市は下記のとおり株主提案議案の提

出及び議決権の行使を行いました。また、経営陣に対して質問を行い、同社より回答を得て

おりますので、お知らせいたします。 

 

記 

１.本市提案議案 

別紙１のとおり 

 

２.議決権行使内容 

別紙２のとおり 

 

３.株主総会における本市の発言要旨 

別紙３のとおり 

 

４.関西電力（株）の回答要旨 

別紙４のとおり 

以上 



別紙１ 

 
 

関西電力株式会社第９６回定時株主総会における提案 

  

第 20 号議案 定款一部変更の件（１） 注 大阪市・京都市・神戸市共同提案 

▼提案の内容 

「第１章 総則」に以下の条文を追加する。 
（経営の透明性の確保） 
第５条の 2 本会社は、社会との信頼関係を築くために必要な経営及び事業に関する

情報を、原則全て開示し、需要家をはじめとした社会の信頼及び経営の透明性を

確保する。 
 

【提案理由】 
電気事業は、重要な社会基盤であり、高い公益性・公共性を有することから、電力

会社は社会との信頼関係を築いた上で事業を進めていかなければならない。したがっ

て、需要家をはじめとした社会の信頼と経営の透明性を確保するために必要な経営及

び事業に関する情報を、原則全て開示する必要がある。 
役員等による福井県高浜町元助役からの金品等受領問題では、十分な情報開示がな

されなかったことにより、需要家の信用失墜を招いたことから、今後は、定款におい

て、需要家の信頼と経営の透明性を確保するために必要な情報を、原則全て開示する

ことを明確に示し、説明責任を果たすべきである。 
さらに政治家及び政治的団体等への寄付等の便益供与や、例えば「原子力規制委員

会」等に携わる研究者等に対する寄付その他の不正な金品の授受は一切行わないとと

もに、あわせて競争入札による調達価格の適正化に努めることを会社の方針として明

確に示すことが必要である。 
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第 21 号議案 定款一部変更の件（２） 注 大阪市・京都市・神戸市共同提案 

▼提案の内容 
 「第４章 取締役及び取締役会」に以下の条文を追加する。 

(取締役の報酬の開示) 

 第 31 条の３ 取締役の報酬に関する情報は個別に開示する。 

 

【提案理由】 

関西電力が、脱原発依存と安全性の確保、地球温暖化の対応として、再生可能エネ

ルギーの大規模導入や、水素を含む次世代エネルギーの活用を行うなど、事業形態の

革新に向けて現在の経営方針を大転換していくためには、徹底したコスト削減と経営

の透明性を高めることが必要である。 

このような中、市民・需要家の目線に立ち、取締役の個別の報酬開示は必ず行うべ

きである。 

 



関西電力株式会社　第96回　定時株主総会 別紙２

1 会社 剰余金処分 ・1株当たり金25円の配当 賛成

2 会社 定款一部変更
・指名委員会等設置会社への移行を明記
・執行と監督を明確に分離した委員会の設置を明記

賛成

3 会社 取締役13名選任 ・社外8名、社内5名 賛成

4
株主
28名

定款一部変更
・事業目的の明確化
　「エネルギーの安全性と持続可能性実現のため」を明記

否決

5
株主
28名

定款一部変更 ・議事録の正確な記載と一般公開 賛成

6
株主
28名

定款一部変更
・「ＣＳＲに基づく事業運営」の章の新設
　「情報開示を進める」を明記
　「対話の質を評価・改善するしくみをつくる」を明記

否決

7
株主
28名

定款一部変更
・「ＣＳＲに基づく事業運営」の章の新設
　「災害等に頑健な設備・事業体制づくり」を明記
　「人材の育成・定着と技術の開発・継承を進める」を明記

否決

8
株主
28名

定款一部変更
・「ＣＳＲに基づく事業運営」の章の新設
　「石炭火力発電関連の事業から撤退」を明記
　「石炭火力発電所を新たに稼働しない」を明記

否決

9
株主
28名

定款一部変更

・「調達・業務委託の適切化」の章の新設
　「競争入札による競争性・透明性の確保」を明記
　「規則の制定・運用など必要な措置を講じる」を明記
　「実施状況の検証・改善に取り組む」を明記

否決

10
株主
28名

株式報酬制度の廃止
の件

・役員に対する株式報酬制度を廃止 否決

11
株主
116名

余剰金処分 ・会社提案より１株当たり１円多く配当 否決

12
株主
116名

取締役解任 ・森本社長の解任 否決

13
株主
116名

定款一部変更
・取締役の報酬の個別開示
・その他の金品受領に対して個別開示

否決

14
株主
116名

定款一部変更 ・相談役、顧問および嘱託の役職の廃止 否決

15
株主
116名

定款一部変更 ・寄付委員会の設置 否決

16
株主
116名

定款一部変更 ・他社の原子力発電事業への出資、債務保証禁止 否決

17
株主
116名

定款一部変更 ・使用済み核燃料（プルトニウム）の再処理禁止 否決

18
株主
116名

定款一部変更
・公正な商習慣を超える贈答及び接待の提供を受けない
・贈答や接待の全ての収支を会計帳簿に記録すること

否決

19
株主
116名

定款一部変更 ・脱原発推進委員会の設置 否決

20 3市共同 定款一部変更 ・経営の透明性確保 賛成

21 3市共同 定款一部変更 ・取締役報酬に関しての全ての個別開示 賛成

22 大阪・京都 定款一部変更
・脱原発について
　代替電源の確保

棄権

23 大阪・京都 定款一部変更
・脱原発について
  事業形態の革新

棄権

24 大阪 定款一部変更
・脱原発について
  安全性の確保

棄権

25 大阪 定款一部変更 ・原発の安全について議論できる職場風土の醸成 棄権

26 大阪 定款一部変更 ・国等からの再就職の受け入れ禁止 棄権

27 大阪 定款一部変更 ・取締役を10名以内、その過半数を社外取締役 否決

28 大阪 定款一部変更 ・取締役退任後の嘱託報酬の開示等 棄権

29 京都 定款一部変更
・原発に依存しない、持続可能で安全安心な電力供給体制を可能
な限り早期構築
・その間の再稼働は必要最低限の範囲で行う。

賛成

議決権
行使内容

議案
番号

提案者 議案内容



別紙３ 

関西電力（株）第96回定時株主総会における本市発言要旨  

 

（業務改善について） 

〇関西電力は、市民生活の根幹を支えるエネルギーを取り扱う極めて公益性の高い企業で

あり、課されている責任が大きいことを改めて認識していただきたい。 

そして、業務改善計画に基づき、再発防止対策を着実に実行することで、社会からの信

頼回復に全社員一丸となって取り組んでもらいたいと考えている。 

 業務改善計画で示されている様々な仕組みについては、実効性あるものになって初めて

機能するものであることを十分に認識してもらいたい。 

 今回の金品受領に関する一連の問題については、極めて遺憾であり、関西電力の業務改

善への取り組みについては、あらゆる必要な対策を講じて頂きたい。 

 

 

（電力の安定供給について） 

〇神戸市がかねてより主張してきた「脱原発依存」に向けて、電力の安定供給を実現し、

強靭な経営基盤を構築するために、関西電力におかれては、これまで以上に、水素を含め

た再生可能エネルギーの利活用にかかる検討を進め、原子力に依存しないエネルギーのベ

ストミックスを確立していただきたい。 

 

〇また、近年、自然災害が多発しており、自然災害により停電が発生すれば、市民は不安

で不自由な生活を余儀なくされることになるため、災害時のエネルギー供給の強靭化につ

いては、自治体との連携を強化するなど、積極的な取り組みをお願いしたい。 

以上、「業務改善への取り組み」と「電力の安定供給」について、関西電力の考えをお聞

かせいただきたい。 



別紙４ 

関西電力（株）の回答要旨 

（森本代表取締役社長） 

○役員等が社外の関係者から金品を受け取っていた問題等により、株主の皆さ

まをはじめ、社会の皆さまの信頼を失墜させてしまい、大変申し訳なく、深く

お詫びしたい。皆さまからの厳しいご批判を、真摯に受け止めている。 

 

○業務改善計画を策定し、企業統治形態の変更や各種委員会の設置など、外部

の客観的な視点を重視する仕組みを整えていくとともに、その仕組みが実効性

あるものとなるように、役員および従業員一人ひとりの意識と行動を変えてい

く取組みも進めていく。 

 

○今後も、対策の実効性を検証し、必要に応じて修正や改善策を加えながら、

社会の皆さまからの信頼を再び取り戻し、お客さまに選ばれ社会から必要とさ

れる会社となるために、全社一丸となって、新たな関西電力の創生を目指して

いく。 

 

○電力の安定供給については、まず、電源の考え方として、エネルギーセキュ

リティの確保、経済性および地球環境問題への対応の同時達成に貢献するとい

う観点から、安全の確保を大前提に、原子力発電を引き続き活用するととも

に、再生可能エネルギーの開発・活用を積極的に推進することとしており、こ

れを両輪に、高効率の火力発電を有効に組み合わせることで、「低炭素」のリ

ーディングカンパニーとして、バランスの取れた電源構成を実現していく。 

 

○水素エネルギーについては、神戸市や国の支援をいただき進めている実証事

業をはじめ、将来の活用可能性につきまして、幅広く検討していく。 

 

○自然災害への対応については、過去の台風被害の反省を踏まえ、ドローンな

どの新技術の活用や停電情報通知アプリの開発などに、着実に取り組んでき

た。本年３月には、関西広域連合と協定を締結するなど、災害時の情報連絡体

制の確立・連携の強化などにも取り組んでいる。 

 

○なお、関西電力送配電株式会社においては、「地域マイクログリッド構築支

援事業」における、神戸市をはじめ他の事業者とともに行う様々な検討などを

通じて、より強靭な電力供給の実現に向けて取り組んでいく。 


